
公共交通の目指すべき
基本的な考え方（案）について
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１．能勢町における公共交通の考え方
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○ 能勢町の公共交通は路線バス、タクシーがある。
○ 公共交通は、自家用車での移動が困難な高齢者や学生等を中心とした移動手段を持たない方の日常の

移動手段確保、交通不便地域のニーズへの対応が強く求められる。
○ 高齢者や障がい者が自立的に生活できる環境整備の一環として、移動手段を確保することによって、

外出機会の創出による健康増進、地域活性化への寄与も期待される。
○ なお、利便性や効率性の視点から、必要に応じて、特定多数を対象とする福祉交通、利用目的が限定

的な民間送迎サービス及び道路運送法上の許可・登録を要しない輸送（無償輸送（ボランティア輸
送））との連携についても、検討を進める。

●利用者特性と輸送形態による地域公共交通の位置付け

鉄道

路線バス

コミュニティバス

乗合タクシー

需要の状況によりバスに
近い輸送形態もあるデマンド交通

自家用有償運送
（公共交通空白地有償運送・福祉有償運送）

スクールバス・企業送迎バス・
商業施設の送迎バス

病院の患者送迎
福祉施設の送迎

【利
用
者
特
性
】

〔特
定
〕

〔個別輸送〕
（輸送密度：低）

【輸送形態】 〔乗合輸送〕
（輸送密度：高）

〔
不
特
定
〕

タクシー

道路運送法上の許可・
登録を要しない輸送

※１※１

道路運送法上の対応

４条許可

78条登録

その他

公共交通

必要に応じて連携
マイカー

（送迎など）

※２

※１：様々な運行形態で行われている
（無償の場合は道路運送法の対象外）

※２：互助による輸送
（≒無償によるボランティア輸送等）



【参考】デマンド交通とは
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〇 デマンド交通は、DRT(DemandResponsiveTransport:需要応答型交通システム)と呼ばれ、「デマンド」
とは要望のことで、乗客から事前に連絡（予約）を受けて運行したり、基本となる路線以外の停留所
に立ち寄るなど、乗客の要望を運行に反映できる運行形態をいう。

○ 運行方式や運行ダイヤ、さらには発着地(OD)の自由度の組み合わせにより、多様な運行形態が存在す
る。

○ 平成18年（2006年）の道路運送法の改正により、デマンド交通も道路運送法に基づく乗合事業に位置
づけられ、一般的には地域公共交通会議で協議が調うことが運行許可の条件となっている。

出典：デマンド型交通の手引き（平成25年（2013年）3月 国土交通省中部運輸局）

●運行方式からみた分類パターン ●近隣市町での導入状況

【チョイソコいながわ：兵庫県猪名川町】
利用者のニーズに合った路線に見直し、持続可能な公共交通ネッ

トワークの実現に向け、ネッツトヨタ神戸株式会社、日の丸ハイヤ
 株式会社などと連携し、乗り合い移動サービス「チョイソコ い
ながわ」を令和2年（2020年）5月から無償による実証運行を開
始し、令和3年度（2021年度）から有償による実証運行を開始予
定。

【西部地域乗合タクシー：豊中市】
交通空白地を含む交通不便地が広く存在する西部地域を対象に、

最寄り鉄道駅へのアクセスを確保する乗合タクシーを令和元年10
月から有償で運行を開始している。令和2年（2020年）10月から
利用が多い一部運行便を対象に、定時定路線で運行をしている。ま
た、バス運行補助事業の見直しに伴い南部地域を対象に、「南部地
域乗合タクシー」を令和3年（2021年）4月に運行開始予定。

【豊能町東地区デマンドタクシー：豊能町】
東地区（川尻・高山／牧・寺田・切畑）と余野を結ぶもので、平

成23年（2011年）7月から有償により実証運行を開始し、現在も
運行を継続。



【参考】自家用有償旅客運送とは
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〇 平成18年（2006年）の道路運送法改正により『自家用有償旅客運送』が緩和され、白ナンバー車両を
公共交通に活用しやすくなったが、あくまでも例外規定であることに留意する必要がある（※バス事
業者やタクシー事業者等の運送事業者が対応できない場合で、協議会の合意があった場合のみ）。

○ 自家用有償旅客運送には以下の4種類があり、「乗合」の可否や「会員登録（会員名簿）」の要否など
の条件が異なる。

市町村運営有償運送

・『道路運送法』に基づく「地域公共交通
会議」の合意のもと、地域住民の生活に
必要な旅客輸送の確保のため、市町村が
運送を行うもの。

非営利活動法人による運送

・『道路運送法』に基づく「運営協議会」
の合意のもと、ＮＰＯや社会福祉法人等
の非営利活動法人が運送を行うもの。

※国土交通省資料をもとに作成

公共交通空白地有償運送
・公共交通機関だけでは十分なサービス

が確保できない場合、ＮＰＯ法人等が
行う輸送サービス

福祉有償運送
・公共交通の利用が困難な高齢者等の通

院・レジャー等のためにＮＰＯ法人等
が行う輸送サービス

市町村福祉運送
・身体障がい者等に対する外出支援のた

めに市町村自ら行う輸送サービス

交通空白地輸送
・交通空白地域において、地域住民の生

活に必要な輸送の確保が困難な場合、
市町村自ら行う輸送サービス

会
員
登
録
（会
員
名
簿
）が
必
要

乗
合
が
可
能

※市町村長が認めた場合は、来訪者・滞在者や会員以外も利用可能

自家用有償旅客運送（白ナンバー）



２．輸送資源の総動員による移動手段の確保
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■ 地域に最適な旅客運送サービスの継続に向けて
○ 新たに創設された地域公共交通計画と連動化することで、真に公的負担による確保維持が必要な路線

等に対し、効果的・効率的な補助を実施するとされている。
○ また、地域公共交通利便増進事業等の活用により、可能な限り同一の乗合バス事業者等による同一路

線の継続（縮小・変更を含む）を目指すとしており、困難な場合には、①以降のメニューを検討する
ものとしている。

出典：持続可能な運送サービスの提供の確保に資する取組を推進するための地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律
（令和2年(2020年)法律第36条）（国土交通省）



○ 地方公共団体、交通事業者等の地域の関係者の協議の下で、路線バスについては効率化や生産性の向
上を図るとともに、

・ 地域の実情に合わせてダウンサイジング等（車両の小型化、運行経路やダイヤ（頻度等）の見直し
等）による最適化を図りつつ、地方公共団体の公的負担によるコミュニティバス、乗合タクシー等の
運行を実施するほか、

・ 交通事業者によるサービスの提供が困難な場合は、自家用有償旅客運送の活用、スクールバス、福祉
輸送等の積極的活用により、地域の暮らしや経済活動に不可欠な移動手段を持続的に確保。

２．輸送資源の総動員による移動手段の確保
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■ 運送サービスを継続していくための交通手段の見直し

出典：国土交通省資料



特定の利用者を対象とした交通
・自家用有償運送（公共交通空白地有償運送・福祉有償運送）
・スクールバスや民間送迎バス

道路運送法上の許可・登録を要しない輸送
・無償運送（ボランティア輸送）

３．公共交通の目指すべき基本的な考え方（案）
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○ 今後も持続可能な公共交通のあり方を検討するにあたっては、各交通モード単独で利便性や生産性の
向上を図るのではなく、各交通モードで役割分担を行いながら、全体的に連携強化を図る必要がある。

○ このような考え方のもと、能勢町の公共交通について、現在の運行状況や役割を踏まえ、「基幹交
通」、「地域交通」に機能分類し、階層的なネットワークの構築を目指すものとする。

○ 公共交通網の基本的な考え方を踏まえた公共交通ネットワークの構築を目指すべく検討を行うものと
する。

●能勢町における公共交通の役割分担と位置付け（案）

機能分類 役割 対象交通モード

基幹交通
・町内と町外の鉄道駅を結ぶ広域交通体系の骨格を形成し、町外への通勤・通学

等の町民の移動や能勢町への来訪者の移動のための広域的な移動を支える役割
を担う

・路線バス（西能
勢線・妙見口能
勢線）

地域交通

・基幹交通が乗り入れ困難な生活圏内の移動を支え、基幹交通や町内の拠点への
アクセス手段として、町内移動を支える役割を担う

・基幹交通では、対応しきれない需要が分散・少ない地域を補完する新たな公共
交通として新たな交通システム（※交通モードは今後検討予定）を『地域交
通』として位置付ける

・タクシーは、他の公共交通機関が運行していない時間帯を補完するとともに、
住民及び来訪者の移動等の柔軟に対応可能な移動手段として、能勢町の公共交
通として位置付ける

・新たな交通シス
テム

・タクシー

必要に応じて連携

町の考え方を示したものであり、交通事業者との協議・調整が必要である



３．公共交通の目指すべき基本的な考え方（案）
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●能勢町の目指すべき将来の公共交通ネットワークイメージ（案） 町の考え方を示したものであり、
交通事業者との協議・調整が必要である

◆基幹交通は、町内の交通結節拠点と町外にある能勢電鉄の鉄道駅を結ぶ
◆地域交通は、町内の各地区と町内の拠点となる交通結節拠点を結ぶ



４．新たな交通システムの検討（案）
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○ 一般に一度に輸送する人数が概ね10名以上となる場合は、バスによる対応が基本となっており、大型
バスからマイクロバスまで様々な大きさや形状がある。

○ 一度に輸送する人数が5～9人、もしくはそれ以下の場合は、ジャンボタクシーまたはセダン型タク
シーによる対応となることが多い。

○ また、その運用方法もコミュニティバスやデマンド型乗合タクシーなどがあり、輸送規模やニーズに
応じて適正な交通モードを選択する必要がある。

●利用形態による運行イメージ

出典：なるほど！！公共交通の勘どころ 別冊資料〔地域公共交通に関する法律や制度〕（平成28年3月 国土交通省 九州運輸局）


